
平成２８年７月
交 付 税 課

地方団体から申出のあった交付税の算定方法に関する

意見の処理について 【地方交付税法第17条の4】

１ 意見の提出数（平成２７年８月以降）

５０２件（都道府県分２９５、市町村分２０７）

うち今回意見を処理するもの

(都道府県分１２９､市町村分１４８）補正係数等(省令事項)に係る意見数 ２７７件

（同様な意見を１項目として数えると １７３項目 ）(都道府県分９６､市町村分７７）

その他、単位費用等（法律事項）に係る意見（２２５件、７９項目）については、本

年２月に処理済

２ 省令事項に係る意見の処理について

１７３項目のうち４５項目（別紙の「処理状況」欄に※を付したもの）について意見の

趣旨を踏まえ算定方法の改正等を行う。

【意見の趣旨を踏まえて算定方法の改正等を行う主な例】

○ 国勢調査等の結果を踏まえた被災団体に対する特例措置（５団体）

○ 国勢調査の結果を踏まえた人口急減補正の拡充（１０団体）

○ 地域の元気創造事業費における職員数削減率の算定方法の見直し（５団体）



< 別  紙 >

○基準財政需要額に係るもの

費　　　目 提出団体 内　　　　　　　　　　　　　　　容 処理状況

総括的事項 東京都 大都市特有の財政需要の反映 ※

神奈川県 大都市圏特有の財政需要の反映 ※

北海道
留保財源率の引下げによる地域間格差是正策の充実・強化及び地方法人課税の偏在是
正措置に対応した基準財政需要額の算定

茨城県 地域手当にかかる補正係数の見直し等

普通態容補正の共通係数における地域間の給与差の適正な反映

段階補正係数における過度な財源調整の見直し

山梨県 都道府県人口を測定単位とする費目の段階補正係数算出方法の明確化

北海道 寒冷補正の堅持及び充実 ※

鳥取県 地域の実情に配慮した補正の導入 ※

福島県 国勢調査等に係る算定の特例措置 ※

道路橋りょう費 北海道 北海道特例補助率に伴う割落率の廃止

山形県 寒冷補正における補正率の見直し

茨城県 投資補正における算定割合の見直し

奈良県 投資補正係数の設定方法の見直し

沖縄県 投資補正係数の算定における割落の廃止

河川費 富山県 発電水利使用料の控除の廃止

大分県 土砂災害防止法に基づく基礎調査にかかる地方負担額の適切な反映

高等学校費 福島県 東日本大震災に係る教育関係費の特例率の適用の継続 ※

沖縄県 高等学校の空調施設に係る維持管理費の交付税措置

社会福祉費 神奈川県 子ども・子育て支援新制度に係る基準財政需要額の適切な算定 ※

宮崎県 補正係数への「合計特殊出生率」の追加

衛生費 山形県 都道府県立病院会計への繰出金に係る密度補正Ⅱの現行の算定方法の継続 ※

大阪府 都道府県立病院会計への繰出金に係る密度補正係数の見直し

公立病院の運営費にかかる算定基礎（病床数）の見直しに伴う激変緩和措置

密度補正Ⅰ（人口密度の大小による保健所数の逓増を勘案）の廃止

沖縄県 都道府県が設置している診療所に要する財政措置

高齢者保健福祉費 神奈川県 社会保障の充実に係る経費の適正な算定 ※

鳥取県

島根県

農業行政費 北海道

大分県

宮崎県

鹿児島県

地方交付税法第１７条の４に基づく意見の一覧(省令事項)

｢処理状況｣欄の※は､意見の趣旨を踏まえて算定方法の改正等(一部採用を含む｡)を行うこととしたものを示す。

都道府県分

平成28年７月

奈良県

中山間地域等直接支払交付金制度に係る地方負担額の適切な反映

神奈川県

地域医療介護総合確保基金事業への交付税措置額算定方法の見直し
（基金の配分実績に応じた算定方法の導入）

畜産行政に係る補正の見直し



費　　　目 提出団体 内　　　　　　　　　　　　　　　容 処理状況

地域振興費 青森県

秋田県

山形県

和歌山県

山口県

高知県

長崎県

大分県

宮崎県

地域振興費に一括算入される人口急減補正への段階補正の反映

人口急減補正の積み増し ※

徳島県 段階補正及び人口急減補正の存続及び適正水準の確保 ※

兵庫県 外国青年招致事業に要する経費の適切な算入

長崎県 離島や過疎地域等条件不利地域への適切な配慮

青森県

和歌山県

鳥取県

島根県

富山県 新幹線鉄道整備事業に係る地方債の元利償還金に対する事業費補正の見直し

香川県
独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構への出資金に係る地方債の元利償還金
に対する事業費補正の新設

鹿児島県 地域振興費等における財政力補正係数の算出

地域経済・雇用対策費 鳥取県

島根県

高知県

鳥取県 リーマンショックから回復していない地方部への配慮について

地域の元気創造事業費 茨城県

鳥取県

千葉県

石川県

兵庫県

千葉県 ラスパイレス指数の算定方法の見直し（実際の給与支給実態を踏まえること）

石川県 ラスパイレス指数の算定方法の見直し（使用しないこと）

千葉県

東京都

神奈川県

千葉県

東京都

神奈川県

茨城県 地方債残高削減率の算定方法の見直し

新潟県 地方債残高削減率の廃止

鳥取県

人件費削減率の算定方法の見直し

人口急減補正の適用

職員数削減率の算定方法の見直し
（教育・警察職員を増分だけでなく法定職員数も除外）

※

※

※

※
職員数削減率の算定方法の見直し
（公営企業職員・病院職員の除外）

算定方法の継続

人件費を除く経常的経費削減率の算定方法の見直し

投資補正係数における公的固定資本形成に係る補正の堅持

投資補正係数における公的固定資本形成に係る補正の充実



費　　　目 提出団体 内　　　　　　　　　　　　　　　容 処理状況

地域の元気創造事業費 千葉県

（続き） 新潟県

長野県 地域経済活性化に関する指標の算定方法の見直し（絶対値での評価）

千葉県 地域経済活性化に関する指標の見直し（外部要因で変動する指標の廃止）

地域経済活性化に関する指標の見直し（一人当たり県民所得の指標の廃止）

地域経済活性化に関する指標の見直し（開業率の指標への変更）

取組の必要度の創設

指標のウェイトの均等化

北海道

青森県

奈良県 行革努力分の配分額の充実

鳥取県 行革努力分の適正な配分への見直し

人口減少等特別対策事業費 東京都
取組の必要度分の算定方法の見直し（将来の人口減少等への備えに対する財政需要の
反映）

鹿児島県

沖縄県

奈良県 取組の必要度分の算定方法の見直し（過疎市町村面積比率の追加）

沖縄県 取組の必要度分の算定方法の見直し（人口増加団体への配慮）

秋田県

鹿児島県

鹿児島県 取組の必要度分の指標のウェイトの見直し

福井県 取組の成果分の算定方法の見直し（高水準維持の反映）

取組の成果分の算定方法の見直し（人口増減率のウェイトの引下げ）

取組の成果分の算定方法の見直し（自県大学進学率者割合の指標への追加）

富山県 取組の成果分の算定方法の見直し（指標の増減前水準を考慮した算定）

鳥取県

島根県

滋賀県

鳥取県

島根県

宮城県 取組の必要度分及び取組の成果分の算定方法の見直し（震災前の指標の数値の使用）

神奈川県
取組の必要度分及び取組の成果分の算定方法の見直し（合計特殊出生率の指標への追
加）

千葉県 段階補正係数の差の縮小

新潟県 段階補正の廃止

青森県 配分額の見直し（条件不利地域や財政力の弱い団体への配慮）

石川県 配分額の見直し（取組の必要度から成果に配分額をシフトすること）

和歌山県 配分額の見直し（新たな成果枠を設けないこと） ※

山口県 配分額の見直し（「取組の必要度」への手厚い配分） ※

香川県 配分額の見直し（必要度と成果の配分額を１：１にすること）

取組の必要度分の算定方法の見直し
（財政状況に応じた指標の追加）

※行革努力による算定の維持

取組の成果分の算定方法の見直し（合計特殊出生率の指標への追加）

取組の成果分の算定方法の見直し（自然増減率を指標から削除）

段階補正の見直し

奈良県

取組の必要度分の算定方法の見直し
（人口増加団体の補正係数の割落とし）

滋賀県



費　　　目 提出団体 内　　　　　　　　　　　　　　　容 処理状況

公債費 栃木県

群馬県

福井県

山梨県

大阪府

岡山県

長崎県

包括算定経費 茨城県

長野県

滋賀県

鳥取県

島根県

鳥取県 包括算定経費の算定における地方部への配慮 ※

臨時財政対策債 青森県

山形県

鹿児島県

茨城県

千葉県

埼玉県 臨時財政対策債発行可能額の算出方法における「財政力補正」の見直し

石川県 臨時財政対策債の算定方法の見直し（財政規模の小さい団体への配慮）

神奈川県

静岡県

京都府

大阪府

愛知県 臨時財政対策債の算出における財政力を用いた係数による抜本的な見直し

兵庫県 臨時財政対策債発行可能額の算出方法の見直し（財政力によって逓増する補正の見直し）

鳥取県

島根県

○基準財政収入額に係るもの

税　　　目 提出団体 内　　　　　　　　　　　　　　　容 処理状況

所得割 茨城県

千葉県

石川県

静岡県

京都府

兵庫県

和歌山県

香川県

愛媛県

兵庫県 ふるさと納税ワンストップ特例制度により減収となる所得税相当分の補填措置

法人関係税 埼玉県 地方税の還付加算金を踏まえた算定方式の変更

※

地方財源不足の解消に係る抜本的な見直し

※

満期一括償還地方債に係る交付税措置について

臨時財政対策債の算定方法の見直し

道府県民税所得割における精算制度及び減収補填債制度の導入

臨時財政対策債発行可能額の算出方法（財源不足額基礎方式）
における財政力による補正について

臨時財政対策債発行可能額の算定方法の見直し
（財政力による補正の平準化）

湖沼の種別補正における係数の見直し



○基準財政需要額に係るもの

費　　　目 提出団体 内　　　　　　　　　　　　　　　容 処理状況

総括的事項 北海道札幌市 地方法人税創設に伴う市町村民税法人税割の減収分の取扱い

神奈川県横浜市 法人住民税の国税化（地方法人税）の創設に伴う交付税算定の変更について

大阪府大阪市 地方法人税創設に伴う法人税割減収額の基準財政収入額への適切な算定について

宮城県

宮城県石巻市

宮城県気仙沼市

宮城県南三陸町

沖縄県 段階補正の見直し（離島等小規模町村の段階補正の復元）

和歌山県

徳島県

大阪府大阪市 標準報酬制への移行に伴う共済組合負担金の適切な算定

東京都八王子市 トップランナー方式及び基準財政収入額の捕捉徴収率見直しの変更

北海道ニセコ町 寒冷補正（給与差）の決定方法の変更

消防費 沖縄県大宜見村 消防費に係る密度補正の見直し

下水道費 鳥取県境港市 高資本費対策に係る地方公営企業繰出基準による公費負担額の一部の経過年数の撤廃

小・中学校費 北海道中標津町 スクールバスの運行経費に要する補正係数の充実

青森県

青森県中泊町

宮城県涌谷町

福島県南会津町

石川県志賀町

兵庫県南あわじ市

沖縄県

沖縄県那覇市

その他の教育費 宮城県南三陸町 市町村立幼稚園に係る経費の測定単位の見直し

愛知県豊橋市 市立特別支援学校の施設整備に伴う地方債元利償還金に係る事業費補正の新設

長崎県 文化財の保護に要する経費の特別交付税措置から普通交付税措置への変更

大阪府堺市 市町村特別支援学校に要する経費の充実

生活保護費 神奈川県川崎市 実績を反映させた単価の設定 ※

生活保護費（医療扶助）におけるレセプト件数を用いた密度補正への変更

生活保護費における扶助費の全額算入 ※

社会福祉費 大阪府大阪市 児童扶養手当の適実な算入 ※

スクールバス運行経費の適切な算定について

市町村分

段階補正の存続及び適正水準の確保

平成22年国調人口から平成27年国調人口に置き換わることにより、人口が大幅に減少する特
定被災地方公共団体に対する特例措置

準要保護児童生徒数の普通交付税への算入

大阪府大阪市

※

※

※



費　　　目 提出団体 内　　　　　　　　　　　　　　　容 処理状況

保健衛生費 北海道帯広市 看護師養成に係る補正係数の拡充 ※

青森県 密度補正Ⅰにおける公立診療所運営経費の見直し

青森県つがる市 密度補正における診療所運営経費の見直し及び削減病床数特例措置の見直し

東京都東村山市 一部事務組合が運営する救急告示病院数の計上方法

大阪府豊能町

大阪府能勢町

大阪府千早赤阪村

島根県

島根県松江市

長崎県

兵庫県 公立病院の新設・建替等に対する交付税措置

長崎県 有料診療所に要する経費の普通交付税措置の拡大

高齢者保健福祉費 大阪府大阪市 老人医療費（後期高齢者医療事業会計等に係るもの）の単価差を反映する密度補正の新設

兵庫県尼崎市
社会保障の充実分に係る基準財政需要額への適切な算定について
（介護保険及び後期高齢者医療の低所得者向け対策）

※

清掃費 京都府京都市 観光地特有の財政需要を反映させるための補正係数の見直し

地域振興費 北海道北斗市

福島県いわき市

京都府綾部市

大分県玖珠町

鹿児島県鹿屋市

島根県松江市 「集落支援員」及び「地域おこし協力隊」の普通交付税措置について

愛媛県今治市
地域振興費（人口）の普通態容補正Ⅲにおける属島補正に準じた「準属島人口に係る補正」の
創設

※

高知県 人口急減補正の継続 ※

長崎県 人口急減補正の拡充 ※

大阪府大阪市
基準財政収入額からの事業所税の除外又は事業所税見合いの基準財政需要額の算入方法
の明示

地域経済・雇用対策費 北海道

高知県

奈良県明日香村 第一次産業従業者数の追加

地域の元気創造事業費 北海道滝川市 職員数削減率の算定方法の見直し（保育士職員数の除外）

東京都八王子市 地域経済活性化指標の見直し

段階補正係数の縮小

ラスパイレス指数の算定方法の見直し（諸手当などの反映）

奈良県奈良市

奈良県御所市

奈良県奈良市

奈良県御所市

奈良県香芝市

鳥取県米子市

奈良県 地方債残高削減率の算定方法の見直し（病院事業一般会計出資債の除外）

高知県 人件費を除く経常的経費削減率、地方債残高削減率の算定方法の見直し

長崎県 地域経済活性化指標の見直し（入湯客数の指標への追加）

島根県大田市

大分県中津町

大分県豊後大野市

鹿児島県屋久島町 地方債残高削減率の算定方法の見直し

地方債残高削減率の算定方法の見直し
（第三セクター等改革推進債の除外）

職員数削減率、人件費削減率の算定方法の見直し

職員数削減率の算定方法の見直し（病院職員数の除外） ※

大阪府大阪市

人件費を除く経常的経費削減率の算定方法の見直し
（土地開発公社等の解散に係る経費の除外）

密度補正Ⅲにおける外国青年招致人員の算定対象範囲の拡大

上水道事業に統合した簡易水道事業に係る交付税措置の継続

算定方法の継続

※

※

※



費　　　目 提出団体 内　　　　　　　　　　　　　　　容 処理状況

人口減少等特別対策事業費 千葉県流山市 配分額の見直し（経常態容補正の必要度分と成果分のウェイトの見直し）

和歌山県 配分額の見直し（「取組みの成果」への段階的移行） ※

岡山県西粟倉村 取組の必要度分の算定方法の見直し（有効求人倍率の算定方法の見直し）

長崎県

熊本県熊本市

公債費 千葉県千葉市
市場公募都市の発行の実態に即した「種別補正係数の算定の基礎となる償還条件」等
の見直し

臨時財政対策債 北海道札幌市 臨時財政対策債発行可能額の算出方法の見直し

栃木県宇都宮市

東京都八王子市

神奈川県平塚市

神奈川県小田原市

東京都国立市 臨時財政対策債の廃止及び交付税率の引上げ

大阪府大阪市 臨時財政対策債発行可能額の算出方法（大きな影響の出る団体への配慮）

広島県広島市
臨時財政対策債発行可能額算定上における政令指定都市の取扱い
（政令指定都市のみ適用される算出式の廃止、振替率の緩和）

合併算定替 富山県南砺市 合併に伴う行政区域の広域化に応じた補正の見直し ※

滋賀県 図書館に要する経費の人口密度補正の新設

滋賀県甲賀市 図書館に要する経費の旧市町村数又は図書館数に応じた経常態容補正の新設

兵庫県 人口密度補正の拡充、新設 ※

島根県

島根県全市町村

島根県

島根県全市町村

徴税職員に係る人口密度補正の拡充 ※

保健センターに要する経費等に係る保健センター数に応じた経常態容補正の新設 ※

長崎県 合併算定替に変わる新たな財政支援措置の着実な実施 ※

長崎県長崎市 市町村の姿の変化に対応した交付税算定の見直しの確実な実行と地方の実情の適切な反映 ※

○基準財政収入額に係るもの

税　　　目 提出団体 内　　　　　　　　　　　　　　　容 処理状況

所得割 北海道小樽市

北海道帯広市

北海道登別市

千葉県千葉市

神奈川県横須賀市

神奈川県平塚市

山口県下松市

熊本県熊本市

愛知県 市町村民税所得割の寄附金税額控除における精算制度の導入 ※

奈良県 ふるさと納税ワンストップ特例制度により減収となる所得税相当分の補填措置

軽自動車税 愛知県 軽自動車税のうち「もっぱら雪上を走行するもの」等に係る基準税率

市町村民税所得割における精算制度及び減収補填債制度の導入

取組の成果分の算定方法の見直し（「合計特殊出生率」の指標への追加）

※

愛媛県

給食センターに要する経費の人口密度補正の新設

公民館に要する経費の旧市町村数に応じた経常態容補正の新設

中核市・特例市における臨時財政対策債発行可能額の算定方法の見直し

臨時財政対策債発行可能額の算定方法の改善


